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税務訴訟資料 第２７２号（順号２０２２－３１） 

 

 東京地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 課税処分取消請求事件 

 国側当事者・国 

 令和４年１１月３０日棄却・控訴 

 

    判    決 

 原告          Ｘ 

 同代表者        Ａ 

 同訴訟代理人弁護士   下山田 聰明 

 被告          国 

 同代表者法務大臣    齋藤 健 

 処分行政庁       東京国税局長 

 処分行政庁       重藤 哲郎 

 同指定代理人      別紙１「指定代理人目録」記載のとおり 

 

    主    文 

 １ 原告の請求をいずれも棄却する。 

 ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求 

  １ 東京国税局長が令和２年６月３０日付けで原告に対してした共助実施決定処分を取り消す。 

  ２ 東京国税局長が令和２年７月１５日付けで原告に対してした債権の差押処分を取り消す。 

 第２ 事案の概要等 

    我が国の国税庁は、我が国が締約国となっている租税に関する相互行政支援に関する条約

（以下「税務行政執行共助条約」ということがある。）における我が国の「権限のある当局」

（税務行政執行共助条約３条１項ｄ）（以下「税務当局」という。）として、税務行政執行共

助条約の締約国である大韓民国（以下「韓国」という。）の税務当局である韓国の国税庁から、

同国税庁が韓国の国税滞納者に係る第二次納税義務者として指定した原告について、税務行

政執行共助条約に基づく徴収のための財産の保全の共助（以下「保全共助」という。）の要請

（以下「本件保全共助要請」という。）を受けた。 

    東京国税局長は、本件保全共助要請を受け、本件保全共助要請の対象となる別紙２「共助対

象外国租税目録」記載の外国租税（以下「本件保全共助対象外国租税」という。）について、

保全共助を実施する決定（以下「本件保全共助実施決定」という。）を行い、これに基づき、

原告が株式会社Ｂ銀行（以下「Ｂ銀行」という。）に対して有する別紙３「財産目録」記載の

外貨普通預金の払戻請求権（以下「本件保全差押債権」という。）の差押え（以下「本件保全

差押処分」といい、本件保全共助実施決定と併せて「本件各処分」という。）をした上で、そ

の取立てを行い、取り立てた金銭を東京法務局に供託（以下「本件供託」という。）した。 

    本件は、原告が、本件保全共助実施決定に係る共助実施決定通知書（以下「本件保全共助実
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施決定通知書」という。）及び本件保全差押処分に係る差押調書謄本（以下「本件保全差押調

書謄本」といい、本件保全共助実施決定通知書と併せて「本件各通知書」という。）の原告に

対する送達が違法であるなどと主張し、本件各処分の取消しを求める事案である。 

  １ 関係法令等の定め 

    関係法令等の定めは、別紙４「関係法令等の定め」記載のとおりである。 

    なお、同別紙中で定義した略称等は、以下の本文においても同様に用いるものとする。 

  ２ 税務行政執行共助条約及び実特法に基づく共助の概要 

  （１）我が国についての税務行政執行共助条約の発効及び実特法の規定の整備 

    ア 経済取引のグローバル化が進展し、国境を超える取引が恒常的に行われるようになる一

方で、外国に所在する財産から自国の租税債権の徴収を図ろうとしても、外国の主権（執

行管轄権）との関係で制約を受けることから、諸外国においては、租税条約に基づき互い

の国の租税債権を徴収する枠組みが整備されてきたところ、我が国も、こうした国際情勢

等を踏まえ、平成２３年（２０１１年）１１月３日、Ｇ２０カンヌサミットにおいて、欧

州評議会・経済協力開発機構の加盟国を中心とする租税条約である税務行政執行共助条約

及び改正議定書に署名した（乙１６〔５０９及び５１０頁〕）。 

    イ 税務行政執行共助条約は、平成２５年１０月１日、所定の手続を経て、我が国について

効力を生じた。また、我が国においては、平成２４年度税制改正において、税務行政執行

共助条約の国内担保法である実特法の規定が整備された（乙１６〔５１０頁〕）。 

  （２）税務行政執行共助条約に基づく共助の対象、共助の形態及び共助の手続等 

    ア 共助の対象 

    （ア）本件保全共助対象外国租税は所得税であるところ（後記３（２）オ、カ）、所得税は、

我が国において共助対象外国租税となる税目に含まれる（税務行政執行共助条約２条１

項、附属書Ａ）。 

    （イ）ａ 我が国において共助対象外国租税となり得る租税は、原則として、我が国につい

て税務行政執行共助条約が効力を生じた年の翌年の１月１日（平成２６年１月１日）

以後に開始する課税期間又は課税期間がない場合には同日以後に課される租税であ

る（税務行政執行共助条約２８条６項）。 

       ｂ もっとも、要請国の刑事法に基づいて訴追されるべき故意による行為に係る租税

事件（要訴追故意事案）の対象とされた租税であれば、例外的に、上記ａの日より

前に開始する課税期間又は同日前に課される租税であっても、我が国において税務

行政執行共助条約に基づく共助対象とすることができる（税務行政執行共助条約２

８条７項）。 

    イ 共助の形態 

      税務行政執行共助条約に基づく共助の種類としては、情報交換共助、徴収における共助

及び送達共助がある。 

    （ア）情報交換共助とは、要請国と被要請国との間で、税務行政執行共助条約の対象となる

租税に関する締約国の法令の運用又は執行に関連するあらゆる情報を交換することを内

容とする共助である（税務行政執行共助条約４条～１０条）。 

    （イ）徴収における共助には、徴収共助と保全共助がある。 

       ａ 徴収共助とは、被要請国において、要請国のために、税務行政執行共助条約１４
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条、１５条の規定に従って、共助対象外国租税債権を自国の租税債権を徴収する場

合と同様に徴収するため、必要な措置を採ることを内容とする共助である（税務行

政執行共助条約１１条）。 

       ｂ 保全共助とは、被要請国において、要請国のために、共助対象外国租税債権につ

いて争いがあるとき又は共助対象外国租税債権が執行許可文書の対象となっていな

いときであっても、共助対象外国租税の徴収のために共助対象者の財産について保

全の措置を採ることを内容とする共助である（税務行政執行共助条約１２条）。 

       ｃ 送達共助とは、被要請国において、要請国のために、要請国から発出される文書

であって、共助対象外国租税に関するものを名宛人に送達することを内容とする共

助である（税務行政執行共助条約１７条）。 

    ウ 共助（特に保全共助）の手続 

    （ア）ａ 要請国は、被要請国に対し、共助の要請をするときは、共助要請関連情報を提供

する（税務行政執行共助条約１８条１項）。 

       ｂ 要請国は、被要請国に対し、保全共助の要請をするときは、保全共助要請添付書

類を添付してこれをしなければならない（税務行政執行共助条約１３条１項）。 

    （イ）ａ 被要請国は、要請国から共助の要請を受けたときであっても、条約上の拒否事由

があるときは、共助の要請に応ずる義務を負わない（税務行政執行共助条約１４条

３項、２１条１項）。 

       ｂ 所轄国税局長等は、共助の要請があったときは、実特法上の共助不実施事由があ

るときを除き、当該要請に係る保全共助の実施の決定を行うところ（実特法１１条

１項）、保全共助実施決定は、所轄国税局長等が、保全共助実施決定通知書を共助

対象者に対し送達して行う（同条２項）。 

       ｃ 保全共助における、保全共助対象外国租税、共助対象者、保全共助実施決定及び

保全共助実施決定通知書については、当該共助対象外国租税に係る租税条約等の定

めるところによるほか、後記（３）及び（４）のとおり、通則法及び徴収法の規定

が準用（一部の規定は必要な読替えをした上で準用）される（実特法１１条４項）。 

    （ウ）被要請国は、共助の要請に応じた場合には、要請国に対し、採った措置及び当該共助

の結果をできる限り速やかに通報することとし、要請を拒否する場合には、要請国に対

し、その旨及び理由をできる限り速やかに通報する（税務行政執行共助条約２０条）。 

    エ 争訟及び不服申立て 

    （ア）税務行政執行共助条約に基づき被要請国が採った措置についての争訟の手続は、被要

請国の適当な機関にのみ提起することができる（税務行政執行共助条約２３条１項）。 

    （イ）税務行政執行共助条約に基づき要請国が採った措置、特に、徴収の分野に関連して、

租税債権の存在若しくは額又はその執行許可文書に関して採られた措置についての争訟

の手続は、要請国の適当な機関にのみ提起することができる（税務行政執行共助条約２

３条２項）。 

    （ウ）共助対象者は、不服申立て及び訴えにおいて、当該共助対象者に係る共助対象外国租

税の存否又は額が当該共助対象外国租税に関する法令に従っているかどうかを主張する

ことができない（実特法１１条１３項）。 

  （３）保全共助の具体的手続 
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    ア 所轄国税局長等は、保全共助実施決定をした場合には、当該保全共助実施決定に係る保

全共助対象外国租税（その滞納処分費を含む。）の額を限度として、当該保全共助実施決

定に係る共助対象者の財産の保全差押えを直ちにすることができる（実特法１１条３項、

同条４項が必要な読替えをした上で準用する徴収法１５９条１項）。 

    イ 保全共助として行われる債権の保全差押えは、第三債務者に対する債権の差押通知書の

送達により行い（実特法１１条４項が準用する徴収法６２条１項）、その効力は、債権の

差押通知書が第三債務者に送達された時に生ずる（実特法１１条４項が準用する徴収法６

２条３項）。 

    ウ 所轄国税局長等は、上記イの効力が生ずると、保全差押えをした債権の取立てをするこ

とができるところ（実特法１１条３項、同条４項が準用する徴収法６７条１項）、同取立

てによって得た金銭については、当該共助対象外国租税につき徴収共助の実施決定がされ

ていないときは、これを供託しなければならない（実特法１１条４項が必要な読替えをし

た上で準用する徴収法１５９条１０項）。 

  （４）送達 

    ア 要送達書類は、郵便等による送達又は交付送達により、その送達を受けるべき者の住所

等に送達し（通則法１２条１項本文）、その送達を受けるべき者に納税管理人があるとき

は、その住所等に送達する（同項ただし書）。 

    イ 公示送達 

    （ア）要送達書類について、その送達を受けるべき者の住所等が明らかでない場合又は送達

困難事情があると認められる場合には、税務署長その他の行政機関の長は、その送達に

代えて公示送達をすることができる（通則法１４条１項）。 

    （イ）公示送達は、要送達書類の名称、その送達を受けるべき者の氏名及び税務署長その他

の行政機関の長がその要送達書類をいつでも送達を受けるべき者に交付する旨を当該行

政機関の掲示場に掲示して行い（通則法１４条２項）、同掲示を始めた日から起算して

７日を経過したときは、要送達書類の送達があったものとみなされる（同条３項）。 

  ３ 前提事実（当事者間に争いがないか後掲各証拠及び弁論の全趣旨により認められる事実並び

に当裁判所に顕著な事実） 

  （１）当事者等 

    ア（ア）原告は、平成１４年（２００２年）３月●日、英国領ケイマン諸島において設立さ

れた法人である（乙３〔訳文４頁〕）。 

     （イ）原告の所在地は、●●（●●）である（甲２）。 

    イ（ア）Ｃ（以下「Ｃ」という。）は、原告の元代表者であり、平成７年（１９９５年）４

月に、Ｄの設立に関与し、平成１７年（２００５年）１２月には、香港において、Ｅ

等の法人の設立に関与した後、韓国、日本及び香港において海運業に携わっている者

である（乙３〔訳文４頁〕、弁論の全趣旨）。 

     （イ）Ｃは、平成２３年（２０１１年）、韓国において、特定経済犯罪加重処罰等に関す

る法律違反の嫌疑により、公訴を提起されたところ、同法律違反のうち租税ほ脱の嫌

疑については、平成１８年（２００６年）及び平成２０年（２００８年）の各課税期

間の租税ほ脱に係る部分を無罪とする一方で、その余の課税期間の租税ほ脱に係る部

分（以下、同部分に係るＣの韓国における滞納所得税を「有罪確定ほ脱租税」とい
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う。）を有罪とする旨の判決の宣告を受け、同判決は、平成２８年（２０１６年）２

月１８日、韓国において確定した（以下、このＣの一部有罪判決を「本件確定外国判

決」という。また、韓国における有罪確定ほ脱租税についてのＣに対する一連の刑事

訴追手続を「本件外国訴追」といい、本件外国訴追に係る事案を「本件外国訴追事案」

という。）（甲１０の３、１６、弁論の全趣旨）。 

  （２）本件保全共助の要請 

     韓国の国税庁は、韓国の税務当局として、我が国の税務当局である我が国の国税庁に対し、

令和２年６月４日付けの「ＲＥＱＵＥＳＴ ＦＯＲ ＡＳＳＩＳＴＡＮＣＥ ＯＦ ＩＮ 

ＲＥＣＯＶＥＲＹ ＯＦ ＴＡＸ ＣＬＡＩＭＳ」と題する書面（以下「本件保全共助要請

書」という。）を送付し、原告について、後記オの韓国の所得税（本件保全共助対象外国租

税）を保全共助対象外国租税とする保全共助の要請（本件保全共助要請）をした（乙３）。 

     本件保全共助要請書には、本件保全共助要請の内容、経緯等として、大要、以下の記載が

ある。 

    ア Ｃは、平成１７年（２００５年）から平成２２年（２０１０年）までの間、韓国の居住

者ではないと主張して、韓国以外の国で得た所得について、韓国において申告をしなかっ

た（乙３〔訳文４頁〕）。 

    イ 韓国の国税庁は、税務調査の結果、平成１７年（２００５年）から平成２２年（２０１

０年）までの間、Ｃが韓国の居住者であったと認定し、Ｃに対し、同期間において韓国以

外の国で得たＣの所得について、平成２３年（２０１１年）４月２５日までに、韓国の所

得税等を納付するよう通知した（乙３〔訳文４頁〕）。 

    ウ Ｃは、上記イの通知に係る韓国の所得税等を納付しなかったので、韓国の国税庁は、平

成２３年８月、Ｃが滞納していた韓国の所得税等の一部について、原告を第二次納税義務

者に指定した（以下、同指定に基づき、原告が第二次納税義務を負うＣの韓国における滞

納所得税を「本件滞納外国租税」という。）（乙３〔訳文４頁〕）。 

    エ Ｃは、韓国において、租税ほ脱等の嫌疑により、一部有罪判決（本件確定外国判決）を

受け、同判決はその後確定した（乙３〔訳文４頁〕）。 

    オ 原告が令和元年５月１９日時点で滞納していた韓国の所得税のうち、有罪確定ほ脱租税

である平成１９年（２００７年）分のＣの韓国における所得税（本件滞納外国租税の一部

である。）について原告が第二次納税義務を負っているものは、別紙２「共助対象外国租

税目録」記載のとおりである（乙３〔訳文３、４、６頁〕）。 

    カ そこで、韓国の国税庁は、韓国の税務当局として、我が国の税務当局である我が国の国

税庁に対し、上記オの韓国の所得税を保全共助対象外国租税とする保全共助の要請（本件

保全共助要請）をする（乙３〔訳文１頁〕）。 

    キ 韓国の国税庁は、韓国の税務当局として、以下のことを宣言する（乙３［訳文１、２

頁］）。 

    （ア）本件保全共助対象外国租税に係る租税債権（以下「本件保全共助対象外国租税債権」

という。）は、税務行政執行共助条約の対象となる租税に関するものであり、我が国が

租税債権の徴収における共助を行わない権利を留保していないものであること。 

    （イ）本件保全共助対象外国租税債権は、韓国の法令の下で保全措置を行うことができるも

のであること。 
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    （ウ）韓国の法律が本件保全共助対象外国租税債権の存否又は額を争う機会を保障している

こと。 

    （エ）韓国の税務当局が韓国の領域内において本件保全共助対象外国租税債権を徴収するた

めに採り得る全ての手段を採っていること（ただし、その手段を採ることが過重な困難

を生じさせる場合を除く。）。 

    （オ）本件保全共助要請が、韓国の法令及び行政上の慣行に従ったものであること。 

    （カ）本件保全共助要請に係る情報及び添付された書類の内容は正しいこと。 

    ク（ア）なお、本件保全共助要請書において、「債務者」である原告の名称の表記は「Ｘ」

（以下、本件保全共助要請書に原告の名称として記載された上記表記を「本件記載名

称」という。）とされている（乙３〔訳文１、６頁〕）。 

     （イ）また、本件保全共助要請書において、原告の所在地（外国の住所）は、「●●」（以

下、本件保全共助要請書に原告の所在地（外国の住所）として記載された上記所在地

を「本件記載所在地」という。）とされている（乙３〔訳文１、３頁〕）。 

  （３）本件保全共助実施決定及びこれに基づく保全共助 

    ア 本件保全共助実施決定 

    （ア）我が国の国税庁は、令和２年６月１２日、本件保全共助要請を受理し（甲９、乙３）、

原告の財産の所在地を管轄する東京国税局長は、本件保全共助要請についての所轄国税

局長等として、同月３０日付けで、本件保全共助実施決定をした（甲５、乙１）。 

    （イ）東京国税局長は、本件保全共助実施決定をその共助対象者である原告に通知するに際

し、本件保全共助実施決定通知書を本件記載所在地に送達するについては、送達困難事

情があると認めたことから、これを公示送達することとし、令和２年７月１日から同月

８日までの間、本件保全共助実施決定通知書に係る公示送達書を東京国税局の掲示場に

掲示した（乙７）。 

    イ 本件保全共助実施決定に基づく保全共助 

    （ア）東京国税局長は、令和２年７月１５日、本件保全共助対象外国租税を徴収するための

財産の保全として、原告がＢ銀行に対して有する本件保全差押債権の保全差押え（本件

保全差押処分）をし、Ｂ銀行に対し、本件保全差押処分に係る差押通知書を送達すると

ともに、同日付けで本件保全差押債権を取り立てた（甲４、乙２、４）。 

       なお、本件保全差押債権は米ドル建ての債権であり、その額は、３１１，９５２．５

２米ドルであったところ、これは、本件保全共助対象外国租税の同日時点の邦貨換算額

３３３９万９７６６円を同日時点の為替レートで米ドルに換算した額と同額である（弁

論の全趣旨）。 

    （イ）東京国税局長は、本件保全差押処分を原告に通知するに際し、本件保全差押調書謄本

を本件記載所在地に送達するについては、送達困難事情があると認めたことから、これ

を公示送達することとし、令和２年７月１６日から同月２３日までの間、本件保全差押

調書謄本に係る公示送達書（以下、前記ア（イ）の本件保全共助実施決定通知に係る公

示送達書と併せて「本件各公示送達書」という。）を東京国税局の掲示場に掲示した

（以下、このようにしてされた公示送達を、前記ア（イ）の本件保全共助実施決定に係

る公示送達と併せて「本件各公示送達」という。）（乙８）。 

    （ウ）東京国税局長は、令和２年７月２２日、本件保全差押処分により差し押さえた金銭３
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３３９万９７６６円を東京法務局に供託（本件供託）した（乙４）。 

    ウ 原告の納税管理人に対する本件各通知書の送達 

    （ア）原告は、東京国税局長に対し、令和２年７月３１日、原告の関係会社であるＦ株式会

社（以下「Ｆ」という。）を本件保全共助対象外国租税に係る納税管理人に指定する旨

の納税管理人届出書（乙９）を提出した。 

    （イ）東京国税局徴収職員は、Ｆに対し、令和２年７月３１日、本件各通知書を交付送達し

た（乙１０）。 

  （４）本件訴えの提起に至る経緯 

    ア 原告は、東京国税局長に対し、令和２年１０月１２日、本件各処分の取消しを求めて再

調査の請求をしたところ（乙１１）、東京国税局長は、同年１２月２１日付けで、同請求

のうち、本件保全共助実施決定の取消しを求めるものについては棄却し、本件保全差押処

分の取消しを求めるものについては却下する旨の決定をした（乙１２）。 

    イ 原告は、国税不服審判所長に対し、令和３年１月１９日、本件各処分の取消しを求めて

審査請求をしたところ（乙１３）、国税不服審判所長は、令和４年１月１１日付けで、同

審査請求のうち、本件保全共助実施決定の取消しを求めるものについては棄却し、本件保

全差押処分の取消しを求めるものについては却下する旨の裁決をした（甲１）。 

    ウ 原告は、令和４年３月１５日、本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

    エ なお、原告は、本件に関連して、国家賠償法１条１項による損害賠償請求権に基づき損

害賠償を求める民事訴訟（東京地方裁判所令和●●年（○○）第●●号）を提起しており、

同訴訟は、本件の口頭弁論終結時点で、東京地方裁判所に係属中である（甲１５、弁論の

全趣旨）。 

  ４ 争点 

  （１）本件訴えのうち本件保全差押処分の取消しを求める部分に訴えの利益はあるか（以下「争

点１」という。）。 

  （２）本件保全共助対象外国租税は、我が国において税務行政執行共助条約の適用のある課税期

間に課される租税であるといえるか（以下「争点２」という。）。 

  （３）本件保全共助対象外国租税の不存在を理由として、本件各処分は違法となるか（以下「争

点３」という。）。 

  （４）要請国である韓国の税務当局との間での情報交換（税務行政執行共助条約４条から１０条

まで）をする義務の不履行があったことを理由として、本件各処分は違法となるか（以下

「争点４」という。）。 

  （５）本件各公示送達は適法な送達であるといえるか（以下「争点５」という。）。 

  ５ 争点に関する当事者の主張の要旨 

  （１）争点１（本件訴えのうち本件保全差押処分の取消しを求める部分に訴えの利益はあるか。） 

   （原告の主張の要旨） 

     本件保全差押処分は取り消されるべきであり、本件訴えのうち本件保全差押処分の取消し

を求める部分には、訴えの利益がある。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 保全共助実施決定に基づく債権の保全差押処分は、第三債務者に対してその履行を、滞

納者に対して債権の取立てその他の処分をそれぞれ禁止するとともに、徴収職員において
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差し押さえた債権の取立てをすることができるようにするという法的効果を有するもので

あるところ、所轄国税局長等において差し押さえた債権を取り立てたときは、当該債権保

全差押処分の目的は達され、その法的効果も消滅する以上、その時点で当該債権の保全差

押処分の取消しによって回復すべき法律上の利益は失われる。 

    イ 本件保全差押処分についてみても、東京国税局長において、既に、本件保全差押債権を

取り立てているから、本件保全差押処分はその目的を達し、その法的効果は既に消滅して

いる。そのため、もはや、本件保全差押処分の取消しによって回復すべき法律上の利益は

ない。 

    ウ したがって、原告には、本件保全差押処分の取消しによって回復すべき法律上の利益が

ないから、本件訴えのうち本件保全差押処分の取消しを求める部分は、訴えの利益を欠き、

不適法である。 

  （２）争点２（本件保全共助対象外国租税は、我が国において税務行政執行共助条約の適用のあ

る課税期間に課される租税であるといえるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 本件保全共助対象外国租税は、我が国において税務行政執行共助条約が原則的に適用さ

れる課税期間（平成２６年１月１日以降の課税期間）より前の課税期間に課される租税で

あるが、本件外国訴追事案に係るものであるから、要訴追故意事案に係る租税（税務行政

執行共助条約２８条７項）に該当する。そのため、本件保全共助対象外国租税は、税務行

政執行共助条約の適用のある課税期間に課される租税であるといえる。 

    イ（ア）なお、原告は、税務行政執行共助条約２８条７項が遡及処罰の禁止（憲法３９条前

段）に反して違憲無効であると主張する。 

        しかし、同項は、過去に我が国において刑事上の責任を問われていなかった行為に

ついて、遡及的に我が国において刑事上の責任を追及するものではないから、何ら遡

及処罰の禁止に反するものではない。そのため、原告の上記主張は理由がない。 

     （イ）また、原告は、要訴追故意事案（税務行政執行共助条約２８条７項）には、既に確

定判決を経ている過去の租税事案である本件外国訴追事案は含まれないと主張する。 

        しかし、要訴追故意事案を、将来、訴追される可能性がある事案に限定する文言上

の根拠はなく、広く訴追されるべき責任を負うべき悪質な事案が含まれると解するの

が自然な文言解釈であるから、既に有罪の確定判決を経ている本件外国訴追事案も当

然にこれに含まれる。実質的にみても、有罪の確定判決を経ておらず、将来、無罪と

なる可能性がないとはいえない租税事案に係る租税債権について税務行政執行共助条

約に基づく共助の対象とする一方で、有罪の確定判決を経た租税事案に係る租税債権

について共助の対象とすることができないと解釈することは明らかに不合理である。

そのため、原告の上記主張は理由がない。 

    ウ したがって、本件保全共助対象外国租税は、要訴追故意事案に係る租税に該当するから、

平成２６年１月１日より前の課税期間に課される租税ではあるものの、我が国において税

務行政執行共助条約の適用のある課税期間に課される租税であるといえる。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 税務行政執行共助条約２８条７項は、要訴追故意事案に係る租税については、同条６項

に規定する課税期間より前の課税期間の租税であっても共助対象外国租税とすることがで
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きると定めているところ、かかる規定は遡及処罰の禁止（憲法３９条前段）に反して違憲

無効である。そのため、税務行政執行共助条約２８条７項を根拠として、本件保全共助対

象外国租税が税務行政執行共助条約の適用のある課税期間に課される租税であるというこ

とはできない。 

    イ（ア）仮に、税務行政執行共助条約２８条７項が違憲無効であるといえなかったとしても、

同項の定める要訴追故意事案は、現在訴追されている事案又は将来の訴追が予定され

ている事案のみを意味し、訴追されて既に確定判決を経ており、再び訴追を受けるこ

とのない事案はこれに含まれない。そうすると、既に本件確定外国判決を経ている本

件外国訴追事案は、要訴追故意事案には該当せず、本件外国訴追事案に係る租税であ

る本件保全共助対象外国租税は、要訴追故意事案に係る租税には該当しない。そのた

め、同項を根拠として、本件保全共助対象外国租税が税務行政執行共助条約の適用の

ある課税期間に課される租税であるということはできない。 

     （イ）また、上記（ア）の点をおくとしても、本件確定外国判決は一部有罪判決であると

ころ、有罪確定ほ脱租税の額は本件共助対象外国租税の額を下回るから、本件共助対

象外国租税には要訴追故意事案に係る租税には該当しない外国租税が含まれている。

そのため、税務行政執行共助条約２８条７項を根拠として、本件保全共助対象外国租

税の全額が税務行政執行共助条約の適用のある課税期間に課される租税であるという

ことはできない。 

    ウ したがって、本件保全共助対象外国租税は、我が国において税務行政執行共助条約の適

用のある課税期間に課される租税であるということはできないから、本件各処分は、共助

対象外国租税とすることができない租税を共助対象外国租税としてされた処分であり、違

法である。 

  （３）争点３（本件保全共助対象外国租税の不存在を理由として、本件各処分は違法となるか。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 税務行政執行共助条約に基づき要請国が採った措置、特に、徴収の分野に関連して、共

助対象外国租税債権の存在若しくは額又はその執行許可文書に関して採られた措置につい

ての争訟の手続は、要請国の適当な機関にのみ提起することができ（税務行政執行共助条

約２３条２項）、共助対象者は、不服申立て及び訴えにおいて、当該共助対象者に係る共

助対象外国租税の存否又は額が当該共助対象外国租税に関する法令に従っているかどうか

を主張することができない（実特法１１条１３項）。 

    イ したがって、本件保全共助対象外国租税の不存在を理由として、本件各処分が違法とな

ることはない。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 存在していない外国租税を保全共助の対象とすることはできないから、そのような外国

租税を保全共助の対象とする保全共助実施決定や保全差押処分は違法となる。 

    イ しかるに、以下のとおり、本件各処分時において、本件保全共助対象外国租税は存在し

ていなかった。 

    （ア）本件保全共助対象外国租税は、本件滞納外国租税の一部についての第二次納税義務に

係る租税であるところ、本件滞納外国租税には本件確定外国判決において存在しないこ

とが確定した部分が含まれているし、その余の部分も納付により消滅している。そのた
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め、本件保全共助対象外国租税は、本件各処分の時点において、存在していなかった。 

    （イ）原告は、本件滞納外国租税について第二次納税義務を負うものではなく、実際に、韓

国の国税庁から法定の期間内に第二次納税義務者としての指定を受けたこともない。そ

のため、本件保全共助対象外国租税は、本件各処分の時点において、存在していなかっ

た。 

    ウ したがって、本件保全共助対象外国租税の不存在を理由として、本件各処分は違法とな

る。 

  （４）争点４（要請国である韓国の税務当局との間での情報交換（税務行政執行共助条約４条か

ら１０条まで）をする義務の不履行があったことを理由として、本件各処分は違法となる

か。） 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 税務行政執行共助条約及び我が国の法令には、要請国から徴収における共助の要請を受

けた被要請国が、要請国との間で、税務行政執行共助条約４条から１０条までに規定する

情報の交換をすることを義務付ける規定は存在しない。 

    イ 本件保全共助要請書には、原告の名称、所在地のほか、本件滞納外国租税に係る課税原

因、本件外国訴追及び原告の第二次納税義務の指定に関する情報がそれぞれ記載されてお

り、韓国の税務当局である韓国の国税庁において、これらの記載の内容が正しいことを宣

言しているところ、これらの情報は、税務行政執行共助条約に基づき要請国から被要請国

に提供されるべき情報として不足はなく、不合理な内容も含んでいない。そのため、我が

国と韓国との間では、本件保全共助実施決定をするに当たり、税務行政執行共助条約の実

施又は解釈に関して、困難又は疑義は生じておらず、更なる情報交換を行う必要もなかっ

た。 

    ウ これらのことからすると、本件保全共助実施決定をするについて、要請国である韓国の

税務当局との間での情報交換をする義務の不履行があったということはできない。 

    エ したがって、要請国である韓国の税務当局との間での情報交換をする義務の不履行があ

ったことを理由として、本件各処分が違法となることはない。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 税務行政執行共助条約の実施又は解釈に関して締約国間で困難又は疑義が生じた場合に

は、被要請国において、要請国との間で情報交換を行うことにより、上記困難又は疑義を

解消しなければならないところ（税務行政執行共助条約２４条５項）、本件保全共助要請

書の記載内容は、明らかに情報が不足しており、そのままでは、保全共助実施決定をすべ

きか否かについて疑義を生ずるものであったといえる。 

    イ それにもかかわらず、東京国税局長は、韓国の税務当局との間で情報交換をして上記疑

義を解消する義務を履行しないまま、本件各処分をしたのであるから、本件各処分は、税

務行政執行共助条約上の情報交換をする義務を履行せずにされたものであるといえるとこ

ろ、このような事情は、本件各処分の重大な瑕疵であるから、本件各処分の違法性を基礎

付ける事情となる。 

    ウ したがって、要請国である韓国の税務当局との間での情報交換をする義務の不履行があ

ったことを理由として、本件各処分は違法となる。 

  （５）争点５（本件各公示送達は適法な送達であるといえるか。） 
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   （被告の主張の要旨） 

    ア（ア）本件各公示送達がされた令和２年７月当時、新型コロナウイルス感染症（以下「新

型コロナ」という。）が世界的に大流行しており、その影響により、国際郵便は不安

定な状況に置かれていた。 

     （イ）我が国からケイマンアイランド（以下「ケイマン諸島」という。）に宛てた国際郵

便については、従来から、一般の航空便によっていたところ、新型コロナの国際的な

感染拡大の影響により、令和２年４月２日から同年１０月８日までの間、我が国から

ケイマン諸島宛ての航空便の引受けは停止されており、同年７月上旬の時点では、同

引受けの停止が解消される具体的な見込みは立っていなかった。 

     （ウ）そのため、令和２年７月の時点において、本件各通知書をケイマン諸島宛ての国際

郵便によって送達するについては、送達困難事情があったといえる。 

    イ（ア）原告は、本件記載名称や本件記載所在地には誤りがあったから、本件各公示送達は

違法な送達であると主張する。 

        しかし、仮に、本件記載所在地等に原告の指摘する誤りがあったとしても、送達を

受けるべき者の特定として欠けるところはなく、本件各公示送達が原告に対して適法

に送達の効力を生じていることに変わりない。また、東京国税局長は、本件保全共助

実施決定時点において、原告の主張する当時の原告の所在地を把握することができな

かったから、仮に、上記の誤りがあったとしても、そのことは本件各公示送達が違法

となることはない。 

        そのため、原告の上記主張は理由がない。 

     （イ）原告は、本件各公示送達に当たり、本件各通知書及び本件各公示送達書について、

ケイマン諸島における公用語による翻訳や要約文書の作成がされなかったことを指摘

し、これは税務行政執行共助条約１７条５項ただし書に違反するから、本件各公示送

達は違法であると主張する。 

        しかし、税務行政執行共助条約１７条は、送達共助の規定であり、我が国が発出す

る保全共助実施決定の通知書の送達には適用されないから、原告の上記主張は前提を

欠く。また、税務行政執行共助条約及び我が国の法令には、保全共助実施決定の通知

書や公示送達書について、名宛人の国の公用語による翻訳や要約文書の作成を義務付

ける規定はない。そのため、原告の上記主張は理由がない。 

     （ウ）原告は、本件各公示送達が税務行政執行共助条約２２条に規定する秘密保護規定に

違反すると主張する。 

        しかし、公示送達は、要送達書類の名称、その送達を受けるべき者の氏名等を掲示

場に掲示して行うものとされているところ（通則法１４条２項）、本件各公示送達も

同規定に従って行われたものであるから、原告の秘密を明らかにされない利益は何ら

侵害されていない。そのため、原告の上記主張は理由がない。 

    ウ なお、保全共助としてされる債権の保全差押えは、第三債務者に対する債権差押通知書

の送達により行うこととされ、同送達がされたときに保全差押えの効力を生ずるのであっ

て、保全差押処分に係る差押調書謄本を滞納者に送達することは差押えの効力発生要件で

はない（実特法１１条４項で準用する徴収法６２条１項、３項）。そのため、原告の主張

のうち、本件各公示送達の違法を主張する点は、そもそも失当である。 
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    エ したがって、本件各公示送達は適法な送達であるといえる。 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 本件記載名称や本件記載所在地には誤りがある。 

    イ 新型コロナの世界的な流行により国際郵便が不安定な状況に置かれていたことは送達困

難事情には当たらない。また、本件各通知書を郵便等によって送達するに当たり、他に送

達困難事情はうかがわれない。 

    ウ 本件各公示送達に当たり、本件各通知書及び本件各公示送達書について、いずれもケイ

マン諸島における公用語による翻訳はされなかったし、記載内容を要約した文書の作成も

されなかったところ、これは、税務行政執行共助条約１７条５項に違反するものである。 

    エ 本件各公示送達により、金融機関や原告の企業グループの取引関係者に対する契約条件

の不履行の問題が発生して、原告の企業グループに大きな損害が生ずることになる。その

ため、本件各公示送達は、秘密保護規定（税務行政執行共助条約２２条）に違反するもの

である。 

    オ したがって、本件各公示送達は違法な送達である。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 争点１（本件訴えのうち本件保全差押処分の取消しを求める部分に訴えの利益はあるか。）

について 

  （１）処分の取消しの訴えは、当該処分の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者（処分

の効果が期間の経過その他の理由によりなくなった後においてもなお処分の取消しによって

回復すべき法律上の利益を有する者を含む。）に限り、提起することができる（行政事件訴

訟法９条１項）。 

  （２）ア そこで検討するに、保全共助については、保全差押えに関する徴収法の規定が一部必

要な読替えをした上で準用される（実特法１１条４項）ところ、これによれば、保全共

助として行われる債権の保全差押えは、第三債務者に対する差押通知書の送達によって

効力を生じ、以後、対象となる債権につき、第三債務者による履行及び共助対象者によ

る取立てその他の処分が禁じられるとともに、所轄国税局長等において、保全差押えの

対象債権の取立てをすることができるようになる（実特法１１条４項が準用する徴収法

６２条１項～３項、６７条１項）。 

     イ（ア）他方で、所轄国税局長等は、保全共助の要請国に対し、保全共助として取り立て

た金銭を直ちには譲与（実特法１１条７項）することができず、当該保全共助の共

助対象外国租税について徴収共助の実施決定がされていないときは、これを供託し

なければならない（実特法１１条４項が必要な読替えをした上で準用する徴収法１

５９条１０項）。 

      （イ）また、我が国が被要請国として行った滞納処分による徴収の効果として共助対象

外国租税に係る納税義務がいつ消滅するかを規律することができるのは要請国の法

令であり、我が国の法令でこれを規律することはできないことから（乙１６〔５２

６、５２７頁〕）、実特法１１条４項は、徴収における共助について、徴収法６７条

３項（徴収職員が同条１項の規定により金銭を取り立てたときは、その限度におい

て、滞納者から滞納処分の対象となっている国税を徴収したものとみなす旨を定め

る規定）を含む滞納処分による徴収の効力の発生時期に関する規定を準用していな
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い。 

  （３）こうした関係規定の構造に照らせば、保全共助として行われる債権の保全差押処分に係る

差押通知書が第三債務者に送達された後、所轄国税局長等による同債権の取立てが行われた

としても、これによって直ちに保全共助対象外国租税の徴収の効果が生じたことにはならず

（上記（２）イ（イ））、所轄国税局長等としては、当該保全共助対象外国租税について徴収

共助の実施決定がされるまで、同取立てに係る金銭を保管のために供託しなければならない

のであって（前記（２）イ（ア））、共助対象者としても、その間は、供託原因である当該保

全差押処分を取り消す旨の確定判決を得ることにより、当該供託の効果を覆滅させるととも

に、取消判決の拘束力（行政事件訴訟法３３条１項）を通じて、当該供託に係る金銭の返還

を受けることができるというべきである。そのため、保全共助の共助対象者としては、保全

共助として行われた債権の保全差押処分に基づく債権の取立て及び取り立てられた金銭の供

託がされた後であっても、少なくとも、当該保全共助対象外国租税について徴収共助の実施

決定がされるまでの間は、当該供託に係る金銭の返還を受けることができる余地が残されて

おり、この点につき、法律上の利益を有するものと解される。 

  （４）そうすると、徴収共助の実施決定がされたことが証拠上うかがわれない本件においては、

本件保全共助実施決定の共助対象者である原告は、本件保全差押債権の取立て及び本件供託

がされた後においても、本件保全差押処分の取消しによって、本件供託に係る金銭の返還を

受けることができるという法律上の利益を有しているといえる。 

  （５）したがって、本件訴えのうち本件保全差押処分の取消しを求める部分には訴えの利益があ

る。 

  ２ 争点２（本件保全共助対象外国租税は、我が国において税務行政執行共助条約の適用のある

課税期間に課される租税であるといえるか。）について 

  （１）ア 本件保全共助対象外国租税は、我が国において税務行政執行共助条約が原則的に適用

される課税期間（平成２６年１月１日以降の課税期間）より前の課税期間に課される租

税であるといえる。 

     イ しかし、本件保全共助要請書の記載によれば、本件共助対象外国租税は、有罪確定ほ

脱租税のうち平成１９年（２００７年）の課税期間に係るものについて原告が第二次納

税義務を負うものとして特定されているから、本件外国訴追事案に係る租税であるとい

えるところ（前記前提事実（２）ウ～オ）、実際に、本件確定外国判決においては、平

成１９年（２００７年）の課税期間の租税について、Ｃが違法な租税ほ脱行為をした旨

の認定がされていること（前記前提事実（１）イ（イ））、本件共助要請書の記載につい

ては、韓国の国税庁によって、その内容が正しいものである旨の宣言がされていること

（前記前提事実（２）キ（カ））などからすれば、本件外国訴追事案は要訴追故意事案

（税務行政執行共助条約２８条７項）に該当するといえる。 

     ウ したがって、本件保全共助対象外国租税は、要訴追故意事案に係る租税に該当するか

ら、平成２６年１月１日より前の課税期間に課される租税ではあるものの、我が国にお

いて税務行政執行共助条約の適用のある課税期間に課される租税であるといえる。 

  （２）ア なお、原告は、税務行政執行共助条約２８条７項が遡及処罰の禁止（憲法３９条前段）

に反して違憲無効であるから、同項を根拠として、平成２６年１月１日より前の課税期

間に課される租税である本件保全共助対象外国租税を税務行政執行共助条約の適用のあ
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る課税期間に課される租税であるということはできない旨を主張する。 

       しかし、同項は、ある国について税務行政執行共助条約が効力を生じた年の翌年の１

月１日より前に開始する課税期間（課税期間がない場合には同日より前）に課される租

税についても、税務行政執行共助条約を適用する旨を定めた規定にとどまり、ある国に

おいて刑事上の責任を問われていなかった行為について、遡及的に同国において刑事上

の責任を追及することができる旨を定めた規定ではないから、遡及処罰の禁止に触れる

ものではない。 

       そのため、原告の上記主張は、独自の見解であって、採用することができない。 

     イ また、原告は、要訴追故意事案には、過去に訴追されて既に確定判決を経ている租税

事案は含まれないから、既に本件確定外国判決を経ている本件外国訴追事案に係る租税

である本件保全共助対象外国租税は要訴追故意事案に係る租税には該当しないとして、

税務行政執行共助条約２８条７項を根拠として、平成２６年１月１日より前の課税期間

に課される租税である本件保全共助対象外国租税を税務行政執行共助条約の適用のある

課税期間に課される租税であるということはできない旨を主張する。 

       しかし、要訴追故意事案の原文である「ｉｎｔｅｎｔｉｏｎａｌ ｃｏｎｄｕｃｔ 

ｗｈｉｃｈ ｉｓ ｌｉａｂｌｅ ｔｏ ｐｒｏｓｅｃｕｔｉｏｎ ｕｎｄｅｒ ｔｈ

ｅ ｃｒｉｍｉｎａｌ ｌａｗｓ ｏｆ ｔｈｅ ａｐｐｌｉｃａｎｔ Ｐａｒｔｙ」

という文言からは、過去に刑事訴追を受けて既に確定判決を経た租税事案を要訴追故意

事案から除外すべき根拠を見いだすことはできないし、過去に刑事訴追を受けて既に確

定判決を経た租税事案を要訴追故意事案であると解したとしても、そのような租税事案

について、再度、刑事上の責任を追及するために訴追することを許容することにはなら

ないから、実質的にも、過去に刑事訴追を受けて既に確定判決を経た租税事案を要訴追

故意事案から除外すべき根拠はない。かえって、原告の解釈によれば、有罪の確定判決

を経ておらず、将来、無罪となる可能性がないとはいえない租税事案に係る租税債権を

共助の対象とする一方で、有罪の確定判決を経た租税事案に係る租税債権を共助の対象

とすることができないことになるところ、かかる帰結は不合理であるといわざるを得な

い。 

       そのため、原告の上記主張は、独自の見解であって、採用することができない。 

  ３ 争点３（本件保全共助対象外国租税の不存在を理由として、本件各処分は違法となるか。）

について 

  （１）実特法１１条１３項は、共助対象者は、実特法上の処分についての不服申立て及び訴えに

おいて、当該共助対象者に係る共助対象外国租税の存否又は額が当該共助対象外国租税に関

する法令に従っているかどうかを主張することができない旨を定めているところ、本件訴え

は、実特法上の処分である本件各処分についての訴えに該当するから、原告は、本件訴えに

おいて、本件保全共助対象外国租税の存否又は額が本件保全共助対象外国租税に関する法令

に従っているかどうかを主張することができない。 

  （２）他方で、税務行政執行共助条約２３条２項は、この条約に基づき要請国が採った措置、特

に、徴収の分野に関連して、共助対象外国租税債権の存在若しくは額又はその執行許可文書

に関して採られた措置（租税債権の存在及び税額を確定する効果を有する課税処分その他の

措置（以下「課税処分等」という。）はこれに該当する（乙５〔６８２頁〕）。）についての争
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訟の手続は、要請国の適当な機関にのみ提起することができる旨を定めているから、原告は、

これらの措置について不服がある場合には、要請国である韓国の適当な機関に争訟の手続を

提起すべきであって、我が国において、これらの措置についての争訟の手続を提起すること

はできない。 

  （３）こうした関係規定の構造に照らすと、要請国である韓国において、本件保全共助対象外国

租税の存在及び税額を確定する課税処分等がされている場合には、我が国の裁判所において、

本件保全共助対象外国租税の存否及び額につき、当該課税処分等と矛盾した判断をすること

は想定されていないというべきであるから、本件訴えにおいて、本件保全共助対象外国租税

の不存在は本件各処分の違法性を基礎付ける事情にはならないというべきである。 

     そして、本件共助要請書には、本件滞納外国租税及びこれについての原告に対する第二次

納税義務について、韓国の国税庁による課税処分等がされている旨の記載があるところ（前

記前提事実（２）イ、ウ）、同記載の内容が正しい旨の同国税庁の宣言（前記前提事実（２）

キ（カ））がある一方で、同記載が客観的事実に反することをうかがわせる的確な証拠はな

いから、韓国において、本件保全共助対象外国租税の存在及び税額を確定する課税処分等は

されているものと認められる。 

  （４）したがって、本件保全共助対象外国租税の不存在を理由として、本件各処分が違法となる

ことはない。 

  （５）なお、原告は、本件各処分時において、本件保全共助対象外国租税債権の課税要件事実が

存在していない場合には、本件保全共助対象外国租税を保全共助の対象とすることはできな

いとの見解を前提として、本件保全共助対象外国租税を保全共助の対象とした本件各処分が

違法な処分である旨を主張しているものと解されるが、かかる主張は、前記（１）から（３）

までにおいて説示した関係規定の構造に反した独自の見解であるといわざるを得ず、採用す

ることができない。原告としては、本件保全共助対象外国租税債権の存在及び税額に不服が

あるのであれば、要請国である韓国において、適当な機関に対し、これらの点を確定する効

果を有する課税処分等についての争訟の手続を提起しなければならないというべきである。 

  ４ 争点４（要請国である韓国の税務当局との間での情報交換をする義務の不履行があったこと

を理由として、本件各処分は違法となるか。）について 

  （１）本件保全共助要請書には、原告の名称、所在地等の要請対象者を特定することに資する情

報のほか、本件保全共助対象外国租税債権の租税の種類、額、内訳、課税期間、納期限、強

制徴収可能日及び徴収の状況、本件滞納外国租税に係る課税の原因、原告に対する第二次納

税義務の指定、本件外国訴追及び本件保全共助要請に至る経緯並びに原告の財産等が記載さ

れており（前記前提事実（２）ア～カ、乙３）、韓国の税務当局である韓国の国税庁におい

て、これらの記載内容が正しいことのほか、本件保全共助要請が税務行政執行共助条約の規

定に適合したものであることを宣言する旨の記載（前記前提事実（２）キ）がある。このよ

うな本件保全共助要請書の記載内容には、特段不自然、不合理な点は認められず、保全共助

要請に当たって要請国から被要請国に提供されるべき情報（税務行政執行共助条約１３条、

１８条）として不足するところはないといえる。 

  （２）また、前記３のとおり、本件保全共助対象外国租税については、保全共助の要請国である

韓国において、その存在及び税額を確定する課税処分等がされている以上、共助対象者であ

る原告は、本件保全共助対象外国租税の存否や額について、被要請国である我が国において
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争うことはできないのであるから、我が国の税務当局において、本件保全共助対象外国租税

の存否、額等について、積極的に韓国の国税庁との間で情報交換を行わなければならないわ

けでもない。 

  （３）これらのことからすると、我が国と韓国との間では、本件各処分に当たり、税務行政執行

共助条約の実施又は解釈に関して、情報交換をすることにより解消すべき困難又は疑義が生

じていたとはいえず、我が国の国税庁に、韓国の税務当局との間での情報交換をする義務の

不履行があったということはできない。 

  （４）したがって、要請国である韓国の税務当局との間での情報交換をする義務の不履行があっ

たことを理由として、本件各処分が違法となることはない。 

  ５ 争点５（本件各公示送達は適法な送達であるといえるか。）について 

  （１）括弧内掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

    ア 新型コロナの感染状況 

    （ア）新型コロナは、令和元年（２０１９年）１２月、中華人民共和国武漢市において確認

された（乙１７）。 

    （イ）世界保健機構（以下「ＷＨＯ」という。）は、令和２年（２０２０年）１月３０日、

新型コロナについて、新型コロナの国際的な感染拡大により、他国に公衆の保健上の危

険をもたらす事態であり、緊急に国際的な対策の調整が必要であるとして、新型コロナ

について、国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態を宣言した（以下、この宣言を

「新型コロナＰＨＥＩＣ宣言」という。）（乙１７、１８）。 

    （ウ）ＷＨＯは、新型コロナの国際的な感染拡大の状況、感染者の重症度等を受け、令和２

年（２０２０年）３月１１日、新型コロナを世界的な大流行（パンデミック）とみなす

ことができる旨を表明した（以下、この表明を「新型コロナパンデミック宣言」とい

う。）（乙１７、１８）。 

    （エ）令和２年（２０２０年）６月２４日時点における新型コロナの感染者数は全世界で９

２２万６５３０例（うち、死亡者は４７万７２４６例）であり、感染者数が６万例を超

えたとしてＷＨＯに報告があった国は２４か国に上った（乙１７）。 

    イ 新型コロナの我が国の国際郵便への影響 

    （ア）日本郵便株式会社（以下「日本郵便」という。）は、新型コロナの国際的な感染拡大

に伴い、全世界の国と地域において、国際郵便物の受入停止等の措置が採られているこ

と及び我が国との間で発着する航空便が大幅に減便又は運休となり、輸送ルートが途絶

えていることから、令和２年４月１日、同月２日から当分の間、国際スピード郵便（以

下「ＥＭＳ」という。）、航空扱いの郵便（航空扱いとする通常郵便物、国際ｅパケット、

グリーティングカード、航空書簡及び航空優先大量郵便物（Ｄメール及び航空扱いとす

る小包郵便物。）以下同じ。）、エコノミー航空（以下「ＳＡＬ」という。）扱いの郵便

（ＳＡＬ扱いとする通常郵便物、国際ｅパケットライト、航空非優先大量郵便物（Ｐメ

ール）及びＳＡＬ扱いとする小包郵便物。以下同じ。）等の国際郵便物の引受けを一時

的に停止することを表明した（以下、このような国際郵便物の引受けの一時停止を「新

型コロナによる国際郵便物の一時引受停止措置」という。）（乙１９の１）。 

    （イ）日本郵便は、新型コロナによる国際郵便物の一時引受停止措置として、令和２年４月

２日から当分の間、ケイマン諸島に宛てた全ての国際郵便物の引受けを一時的に停止し、
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ケイマン諸島に宛てた国際郵便物のうち、少なくとも、ＥＭＳ、航空扱いの郵便及びＳ

ＡＬ扱いの郵便については、同年１０月８日まで引受けを一時的に停止していた（以下、

こうしたケイマン諸島宛ての国際郵便物の引受けの一時停止措置を「ケイマン諸島宛て

国際郵便物の一時引受停止措置」という。）（乙６の１～６の５、１９の１、１９の２）。 

  （２）ア（ア）以上を前提に検討するに、新型コロナについては、令和元年（２０１９年）１２

月に世界で初めて確認されて以降、国際的に感染が拡大し、令和２年（２０２０年）

１月３０日には、ＷＨＯによる新型コロナＰＨＥＩＣ宣言が、同年３月１１日には、

ＷＨＯによる新型コロナパンデミック宣言がそれぞれ出されたほか、同年６月下旬

の時点では、新型コロナの感染者が全世界で９００万例を超え、６万例を超える感

染者数がＷＨＯに報告された国は２４か国に上っていた（前記（１）ア）というの

であるから、本件各処分がされた同年７月時点においても、いまだ新型コロナの感

染拡大は終息しておらず、終息するめどすら立っていなかったということができる。 

      （イ）また、我が国からケイマン諸島に宛てた国際郵便については、新型コロナの国際

的な感染拡大の影響により、令和２年４月２日から同年１０月８日までの間、ケイ

マン諸島宛て国際郵便物の一時引受停止措置がされていたところ（前記（１）イ）、

上記（ア）の状況を踏まえれば、本件各処分がされた同年７月の時点では、ケイマ

ン諸島宛て国際郵便物の一時引受停止措置が解消される具体的なめどは立っていな

かったといえる。 

      （ウ）これらの事情からすると、本件各処分がされた令和２年７月の時点においては、

本件各通知書をケイマン諸島宛ての郵便等（通則法１２条１項）によって送達する

ことは客観的に困難であったといえるところ、本件保全共助対象外国租税の徴収の

ために共助対象者である原告の財産を保全するという本件保全共助実施決定の目的

に照らすと、東京国税局長において、上記の状態が解消する具体的なめどが立たな

い状況の下で、ケイマン諸島宛て国際郵便物の一時引受停止措置の解消を待ち続け

るべきであったということはできない。 

      （エ）そのため、本件各処分がされた令和２年７月の時点において、本件各通知書をケ

イマン諸島にある原告の所在地宛てに郵便等により送達するについては、送達困難

事情（通則法１４条１項）があったといえる。 

     イ（ア）なお、原告は、本件記載名称の表記や本件記載所在地の場所が誤っていることを

指摘し、そのことを理由に、本件各公示送達が違法な送達であると主張する。 

         しかし、仮に、これらの記載に原告の指摘する誤りがあったとしても、本件保全

共助要請書の記載内容（前記前提事実（２））に照らせば、原告は、送達を受ける

べき者として十分に特定されていたといえるし、原告の所在地がケイマン諸島にあ

ることに変わりない以上（前記前提事実（１）ア（イ））、上記アのとおり、本件各

処分時において、本件各通知書を原告の所在地に郵便等により送達するについては

送達困難事情があったものといえるから、原告の指摘する誤りを理由として、本件

各公示送達が違法な送達になることはない。 

         そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

      （イ）また、原告は、本件各公示送達に当たり、本件各通知書及び本件各公示送達書に

ついて、ケイマン諸島における公用語による翻訳や要約文書の作成がされなかった
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ことを指摘して、そのことを理由に、本件各公示送達が違法な送達であると主張す

る。 

         しかし、税務行政執行共助条約及び我が国の法令には、保全共助実施決定通知書

及び保全共助としてされた保全差押処分に係る差押調書並びにこれらの公示送達に

係る公示送達書について、名宛人の国の公用語による翻訳や要約文書の作成を義務

付ける規定はなく、本件各通知書及び本件公示送達書について、ケイマン諸島にお

ける公用語による翻訳や要約文書の作成がされなかったからといって、本件各公示

送達が違法な送達になると解すべき根拠はない。 

         なお、税務行政執行共助条約１７条５項は、同条の規定に従って文書を送達する

場合には、翻訳文を添付することを必要としないとしつつ、名宛人が当該文書の言

語を理解することができないと認める場合には、被要請国は、当該文書について、

自国の公用語により翻訳し、又は要約を作成するための措置を採る旨を定めるとこ

ろ、同条は送達共助の規定であり、保全共助について発する文書の送達に適用され

る規定ではないし、文書の送達に当たり、被要請国に対し、自国以外の国にある名

宛人の所在地の言語により当該文書の翻訳等をすることを義務付ける規定でもない。 

         そのため、原告の上記主張は採用することができない。 

      （ウ）さらに、原告は、本件各公示送達が税務行政執行共助条約２２条に規定する秘密

保護規定に違反するとして、そのことを理由に、本件各公示送達が違法な送達であ

ると主張する。 

         しかし、公示送達は、通則法の規定上、「送達すべき書類の名称」、「その送達を

受けるべき者の氏名」及び「税務署長その他の行政機関の長がその書類をいつでも

送達を受けるべき者に交付する旨」を掲示場に所定の期間、掲示して行うものとさ

れており（通則法１４条２項、３項）、かかる通則法の規定に従ったものである限

り、送達を受けるべき者の氏名について法律上保護された秘密を保持する利益が害

されることはないというべきであるところ、本件各公示送達は、通則法の上記規定

に従い、上記の事項を記載した本件各公示送達書を当局国税局の掲示場に所定の期

間、掲示して行われたものであるから（乙７、８、弁論の全趣旨）、本件各公示送

達が税務行政執行共助条約２２条に反した違法な送達であるということはできない。 

         そのため、原告の上記主張は理由がない。 

     ウ（ア）これらのことからすると、本件各公示送達は、送達困難事情があったことを理由

として、通則法上の規定に基づきされたものといえるところ、全証拠を総合しても、

これらの送達が違法であることをうかがわせる事情は認められない。 

      （イ）したがって、本件各公示送達は適法な送達であるといえる。 

  ６ 本件各処分の適法性 

  （１）本件保全共助実施決定は、税務行政執行共助条約の締約国である韓国の税務当局からの保

全共助要請（本件保全共助要請）を受けてされたものであるところ、本件保全共助対象外国

租税は保全共助の対象となる外国租税であり、かつ、本件においては、条約上の拒否事由も、

実特法上の共助不実施事由も認められず、上記５のとおり、本件保全共助実施決定通知書は

公示送達により共助対象者である原告に有効に送達されているから、税務行政執行共助条約

及び実特法上の要件を全て満たしたものであるといえ、全証拠を総合しても、本件保全共助
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実施決定が違法であることをうかがわせる事情は見当たらない。 

  （２）また、本件保全差押処分は、本件保全共助実施決定を受けて、実特法１２条及び１１条４

項が必要な読替えをした上で準用する通則法及び徴収法の規定に基づいて、本件保全共助実

施決定の共助対象者である原告が当時有していた預金債権（本件保全差押債権）について行

われたものであるところ、全証拠を総合しても、本件保全差押処分が違法であることをうか

がわせる事情は見当たらない。 

  （３）したがって、本件各処分はいずれも適法である。 

 第４ 結論 

    以上によれば、原告の請求は理由がないから、いずれも棄却することとして、主文のとおり

判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３部 

裁判長裁判官 市原 義孝 

   裁判官 依田 吉人 

   裁判官 和田 崇寛 
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別紙２、３ 省略 
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